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（注意事項）
　１．本問題中「事業者」とあるのは、「一般貸切旅客自動車運送事業者」を指します。
　２．設問の文中には、条文の一部を省略しているものもあります。

【○×問題】
　以下の各設問のうち、正しいものは「〇」を、正しくないものは「×」を（　　）内に記入しなさい。

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

事業者は、旅客に対する取扱いその他運輸に関して苦情を受け付けた場合には、法令に掲げ
る事項を営業所ごとに記録し、かつ、その記録を整理して一年間保存しなければならない。

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

事業者は、安全統括管理者を選任しなければならない。

事業者は、特定の旅客に対し、不当な差別的取扱いをしてはならない。

一般貸切旅客自動車運送事業者が許可に付された条件に違反したときは、許可の取り消しを
受ける場合がある。

道路運送法で「旅客自動車運送事業」とは、他人の需要に応じ、有償で、自動車を使用して旅
客を運送する事業をいう。

一般旅客自動車運送事業を経営しようとする者は、国土交通大臣の認可を受けなければなら
ない。

事業者は、旅客に対し収受した運賃又は料金の割戻しをしてはならない。ただし、天災の場合
はこの限りではない。

事業者は、発地及び着地のいずれかがその営業区域外に存する旅客の運送をしてはならな
い。

（　　　　）

（　　　　）

令和 8 年 8月 28 日実施

一般貸切旅客自動車運送事業の許可申請等に係る法令試験問題

　　　正解数　　　　問
　　　　　　　　　　　　　／３０問

事業者名　：

受験者名　：



9.

10.

11.

12.

13.

14.

15.

16.

貸切バス事業者は、旅客を運送中に事故により運行を中断したときは、当該旅客の運送の継
続や出発地まで送還するなどの適切な処置により旅客を保護しなければならない。

事業者は、あらかじめ運行するルートを設定していれば、道路及び交通の状況を事前に調査せ
ずとも運行することができる。

（　　　　）

（　　　　）

自動車検査証の有効期間は、旅客を運送する自動車運送事業の用に供する自動車にあたって
は二年とする。（ただし、検査対象軽自動車は除く）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

事業者は、事業用自動車の使用の本拠ごとに、自動車の点検及び清掃のための施設を設けな
ければならない。

旅客自動車運送事業の乗務員は、旅客の現存する事業用自動車の中で喫煙してはならない。

運転者は、乗務中は運行指示書を携行しなければならない。

（　　　　）

一般貸切旅客自動車運送事業者は、毎事業年度の経過後百日以内に毎事業年度に係る事業
報告書を管轄地方運輸局長に提出しなければならない。

（　　　　）

公示されている一般貸切旅客第自動車運送事業の運賃・料金の適用方法に基づき運賃・料金
を計算する場合、どのような点に注意して算出するか。下記の中で正しい事項には○印を、そう
でない事項には×印を（　）内に記入しなさい。

　①走行時間には回送時間を含める （　　　　）
　②点検・点呼時間は運賃計算に含めない （　　　　）
　③走行時間が２時間未満の場合は、走行時間を２時間として計算する （　　　　）
　④学校教育法による学校（大学及び高等専門学校を除く）に通学又は通園する者の団体
　　については、下限運賃から更に２割引できる （　　　　）
　⑤走行時間の端数については、３０分未満は切り捨て、３０分以上は１時間に切り上げる
　　　（　　　　）
　⑥ガイド料、有料道路利用料等の運賃以外の経費が発生した場合には、その実費を旅客の
　　負担とする（　　　　）



【筆記問題】
　次の設問又は設問中の（　　）の部分にあてはまる語句を答.＿に記入しなさい。

17.

18.

19.

【選択問題】
　次の法令の（　　）にあてはまる言葉を下から選び、（　　）内に記号を記入しなさい。

20.

21.

自動車運送事業の用に供する自動車は（　　　）ごとに定期点検整備をしなければならない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 答．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

この法律は、貨物自動車運送事業法と相まって、道路運送事業の運営を適正か合理的なもの
とすることにより、道路運送の利用者の（ 　 ）を保護するとともに道路運送の総合的な発達を図
り、もって（ 　 ）を増進する事を目的とする。
　　　　※文中の「この法律」とは、道路運送法のことを指す。

　　 ア．所有権　　　イ．運行管理者　ウ．出発地　　　エ．保安基準　　オ．運行の安全
   　カ．技術の向上  キ．火災         ク．利益　　　　 　ケ．迅速　　　　  コ．走行距離
   　サ．重大な事故  シ．運営を適正  ス．目的地　　　セ．点検　　　　ソ．継続
   　タ．営業所      チ．公害の防止　ツ．適切な時期　テ．公共の福祉　ト．保護
   　ナ．乗務員の服務

事業者は、運賃又は料金を収受したときは、運賃又は料金の（　　　）を記載した（　　　）を発行
しなければならない。

　　　ア．領収証　　イ．公示額　　ウ．支払時期　　エ．運送引受書
　　　オ．運行指示書　　カ．計算基礎　　キ．適用方法　　ク．見積額

次に列記したものは、一般貸切旅客自動車運送事業に従事する従業員のうち、その者に義務
づけられた業務内容を示したものである。その者の正式名称を答えなさい。

　　・乗務割を作成し、これに従い運転者を事業用自動車に乗務させること
　　・事業用自動車の運転者に対し、乗務記録を作成させ、保存すること
　　・必要がある場合は、事業用自動車に非常信号用具を備えること
　　・運転者の要件を備えない者に事業用自動車を運転させないこと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　答．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
　　・日常点検の実施方法を定めること
　　・日常点検の結果に基づき、運行の可否を決定すること
　　・整備の実施計画を定めること
　　・自動車車庫を管理すること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　答．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

事業者が自動車の外側に必ず表示しなければならない事項は、使用者の氏名、名称又は記号
のほか何か。１つ記入しなさい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　答．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿



22.

23.

24.

25.

26.

27.

28.

29.

30.

一般旅客自動車運送事業者は、（　　　）の変更をしようとするときは、国土交通大臣の認可を受
けなければならない。
　　　ア．運行計画　イ．事業計画　ウ．運行回数

旅客自動車運送事業者は、運転者として新たに雇い入れた者に対して、事業用自動車の運行
の安全を確保するために遵守すべき事項について特別な指導を行い、かつ、国土交通大臣の
認定を受けた（　　　）を受けさせなければならない。
　　　ア．指導教育　イ．健康診断　ウ．適性診断

自動車の（　　　）は、当該自動車が道路運送車両法の規定に基づく保安基準に適合するように
必要な整備をしなければならない。
　　　[Ａ．運転手　Ｂ．所有者　Ｃ．使用者]

一般貸切旅客自動車運送事業の許可は、（　　　）年ごとにその更新を受けなければ、その期間
の経過によって、その効力を失う。
　　　ア．二　　イ．三　　ウ．五　　エ．六　　オ．十

事業者は、運転者等が事業用自動車の運行の業務に従事した場合は、当該自動車の瞬間速
度、（　　　）及び運行時間を運行記録計により記録し、かつ、その内容記録した電磁的記録を三
年間保存しなければならない。
　　　　ア．運行回数　　　　イ．瞬間出力　　　ウ．運行系統　　　　エ．運行距離

旅客自動車運送事業運輸規則は、旅客自動車運送事業の適正な運営を確保することにより、
輸送の安全及び（　　　）を図ることを目的とする。
　　　ア．事業者の利便　イ．従業員の利便　ウ．旅客の利便

旅客自動車運送事業者は、旅客又は公衆に対して、（　　　）かつ懇切な取扱いをしなければな
らない。
　　　ア．公平　イ．親切　ウ．丁寧

旅客自動車運送事業者は、（　　　）状態にある乗務員等を事業用自動車の運行に従事させて
はならない。
　　　ア．運転が可能な　イ．集中力が欠落した　ウ．酒気を帯びた

旅客自動車運送事業者は、事業計画の遂行に十分な数の事業用自動車の運転者を（　　　）選
任しておかなければならない。
　　　ア．常時　イ．必要に応じ　ウ．随時
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1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

事業者は、安全統括管理者を選任しなければならない。（ 　○　 ）

一般貸切旅客自動車運送事業の許可申請等に係る法令試験問題（解答）

道路運送法第２条
道路運送法で「旅客自動車運送事業」とは、他人の需要に応じ、有償で、自動車を使用して旅
客を運送する事業をいう。 （　 ○ 　）

道路運送法第４条
一般旅客自動車運送事業を経営しようとする者は、国土交通大臣の認可を受けなければなら
ない。（ 　×　 ）

道路運送法第１０条
事業者は、旅客に対し収受した運賃又は料金の割戻しをしてはならない。ただし、天災の場合
はこの限りではない。（　 ×　 ）

道路運送法第２０条
事業者は、発地及び着地のいずれかがその営業区域外に存する旅客の運送をしてはならな
い。（ 　×　 ）

道路運送法第２２条の２

事業者は、事業用自動車の使用の本拠ごとに、自動車の点検及び清掃のための施設を設けな
ければならない。（ 　○　 ）

道路運送法第３０条
事業者は、特定の旅客に対し、不当な差別的取扱いをしてはならない。（　 ○　 ）

道路運送法第４０条
一般貸切旅客自動車運送事業者が許可に付された条件に違反したときは、許可の取り消しを
受ける場合があります。（　 ○ 　）

運輸規則第３条
事業者は、旅客に対する取扱いその他運輸に関して苦情を受け付けた場合には、法令に掲げ
る事項を営業所ごとに記録し、かつ、その記録を整理して一年間保存しなければならない。（
○　 ）

運輸規則第１８条
貸切バス事業者は、旅客を運送中に事故により運行を中断したときは、当該旅客の運送の継
続や出発地まで送還するなどの適切な処置により旅客を保護しなければならない。（ 　○　 ）

運輸規則第２８条
事業者は、あらかじめ運行するルートを設定していれば、道路及び交通の状況を事前に調査せ
ずとも運行することができる。（　 × 　）

運輸規則第４７条



12.

13.

14.

15.

16.

17.
次に列記したものは、一般貸切旅客自動車運送事業に従事する従業員のうち、その者に義務
づけられた業務内容を示したものである。その者の正式名称を答えなさい。
　　・乗務割を作成し、これに従い運転者を事業用自動車に乗務させること
　　・事業用自動車の運転者に対し、乗務記録を作成させ、保存すること
　　・必要がある場合は、事業用自動車に非常信号用具を備えること
　　・運転者の要件を備えない者に事業用自動車を運転させないこと

 答．運行管理者

　　・日常点検の実施方法を定めること
　　・日常点検の結果に基づき、運行の可否を決定すること
　　・整備の実施計画を定めること
　　・自動車車庫を管理すること

 答．整備管理者

運輸規則第４９条
旅客自動車運送事業の乗務員は、旅客の現存する事業用自動車の中で喫煙してはならない。
（ 　○　 ）

運輸規則第５０条
運転者は、乗務中は運行指示書を携行しなければならない。（　 ○　 ）

旅客自動車運送事業等報告規則第２条
一般貸切旅客自動車運送事業者は、毎事業年度の経過後百日以内に毎事業年度に係る事業
報告書を管轄地方運輸局長に提出しなければならない。
（　 ○ 　）

道路運送車両法第６１条１項
自動車検査証の有効期間は、旅客を運送する自動車運送事業の用に供する自動車にあたって
は二年とする。（ただし、検査対象軽自動車は除く）（　  ×　　）

運賃・料金の適用方法
公示されている一般貸切旅客第自動車運送事業の運賃・料金の適用方法に基づき運賃・料金
を計算する場合、どのような点に注意して算出するか。下記の中で正しい事項には○印を、そう
でない事項には×印を（　）内に記入しなさい。
①走行時間には回送時間を含める（　　○　　）
②点検・点呼時間は運賃計算に含めない（　　×　　）
③走行時間が２時間未満の場合は、走行時間を２時間として計算する（　　×　　）
④学校教育法による学校（大学及び高等専門学校を除く）に通学又は通園する者の団体につ
いては、下限運賃から更に２割引できる（　　×　　）
⑤走行時間の端数については、３０分未満は切り捨て、３０分以上は１時間に切り上げる（　　○
）
⑥ガイド料、有料道路利用料等の運賃以外の経費が発生した場合には、その実費を旅客の負
担とする（　　○　　）

道路運送法



18.

19.

20.

21.

22.

23.

24.

25.

26.

27.

 道路運送法第９５条・道路運送法施行規則第６５条
事業者が自動車の外側に必ず表示しなければならない事項は、使用者の氏名、名称又は記号
のほか何か。１つ記入しなさい。

答．貸切

自動車運送事業の用に供する自動車は（　　　）ごとに定期点検整備をしなければならない。
 
答．三ヶ月

道路運送法第１条
この法律は、貨物自動車運送事業法と相まって、道路運送事業の運営を適正か合理的なもの
とすることにより、道路運送の利用者の（ ク ）を保護するとともに道路運送の総合的な発達を図
り、もつて（ テ ）を増進する事を目的とする。
　　　　※文中の「この法律」とは、道路運送法のことを指す。

道路運送車両法４８条

旅客自動車運送事業者は、旅客又は公衆に対して、（　ア　）かつ懇切な取扱いをしなければな
らない。

運輸規則第１０条
事業者は、運賃又は料金を収受したときは、運賃又は料金の（　カ　）を記載した（　ア　）を発行
しなければならない。

道路運送法第１５条
一般旅客自動車運送事業者は、（　イ　）の変更をしようとするときは、国土交通大臣の認可を
受けなければならない。

道路運送法第８条
一般貸切旅客自動車運送事業の許可は、（　ウ　）年ごとにその更新を受けなければ、その期
間の経過によって、その効力を失う。

運輸規則第２６条第１項
事業者は、運転者等が事業用自動車の運行の業務に従事した場合は、当該自動車の瞬間速
度、（　エ　）及び運行時間を運行記録計により記録し、かつ、その内容記録した電磁的記録を
三年間保存しなければならない。

運輸規則第１条
旅客自動車運送事業運輸規則は、旅客自動車運送事業の適正な運営を確保することにより、
輸送の安全及び（　ウ　）を図ることを目的とする。

運輸規則第２条

運輸規則２１条
旅客自動車運送事業者は、（　ウ　）状態にある乗務員等を事業用自動車の運行に従事させて
はならない。



28.

29.

30. 車両法４７条の２
自動車の（　Ｃ　）は、当該自動車が道路運送車両法の規定に基づく保安基準に適合　するよう
に必要な整備をしなければならない。

運輸規則３５条
旅客自動車運送事業者は、事業計画の遂行に十分な数の事業用自動車の運転者を（　ア　）選
任しておかなければならない。

運輸規則３８条
旅客自動車運送事業者は、運転者として新たに雇い入れた者に対して、事業用自動車の運行
の安全を確保するために遵守すべき事項について特別な指導を行い、かつ、国土交通大臣の
認定を受けた（　ウ　）を受けさせなければならない。


